




































現在の人 口の維持というような 目標を掲げて、それに必要なだけ出生率を上げるべく児童手 当を増
額していったら、財政的にかえってマイナス になってしまう。原 田泰(2001)『人 口減少の経済学』

































































































































も は父親か らの養育費をまったく受けていない。なぜこうしたこ とになるのか。福 島瑞穂 によれ

















子関係 が生ずる。(福島、前掲書、59頁)こどもの養育は親 同士の約束 に基づいて行なわれる。福
島 自身のケースでは、「別れる場合は、財産分与も慰謝料もなし。子どもを引き取らなかったほう




























































　 家族社会学者の牧野カツコは、こどもが人間関係を学ぶ場としての家族 に着 目し、その家族の変






























は、子育て について真面 目に考える人ほど、そのことに 自信をもちにくくなっているのではないだ
ろうか。
　堀尾 は、このような 「教育家族化」は富める家庭だけでなく、中間層にも 、さらには底辺層 にも
見られる、と指摘する。これによって家計における教育費の割合 は増大するが、それはもはや親の
将来への投資ではなくなり、回収不能な消費財になる。このような事態を、堀尾は家族社会学者の







































































で、男女共 同参画審議会答申(2000年9月)が引用されている。それ によれば、 日本の社会制度・
慣行に対しては、男女共同参画の視点から見て、これらが 中立的に働くような方向で見直しを行う
必要がある。「例えば、夫婦 同氏制など家族 に関する法制や配偶者 に係る税制、国民年金制度にお
ける被用者の被扶養配偶者(第3号 被保 険者)、遺族年金の在り方や夫婦間での年金権の分割、健



























もつ経済学も家事労働 を労働 として認識することを促す。(中略)有 償労働である賃労働に対し、
出産 ・育児および家事労働を 〈再生産労働 〉とよび、無償労働とした。」(服部、前掲論文、170頁)
　先進国で20世紀半ばに始まる社会保障制度においても 、当初は男女の役割分担が前提されてい


















































　民法学者 の吉 田克 巳によれ ば、「民法学は、 〈公共性 〉の問題を、長らく 自分の問題とは考えて
こず、関心の外 に放置してきた。あるいは、民法学は、〈公共性 〉から 自己を遮断することによっ














　 行政的取締法規 に違反する行為が私法上も 当然 に無効という説を批判し、無効判断にあたって
は、契約当事者相互間に生じる利害関係の不公平をも考慮すべきだと説いたのは、戦前期の民法学




　 この問い に対して、吉 田は、新しい民法学が維持・確保しようとするのは、国家的公共性ではな
くて、市民的公共性であるから、社会の国家への従属は問題 になりえない、と答える。「そこで追
求されているのは、逆に、国家に多くを依存しない、市民社会の 自律的な秩序形成とその維持 ・確
保なのである。」(吉田、前掲論文、5頁)民 法1条1項 には、「私権は公共の福祉 に遵う」とある
が、この 「公共の福祉」は、吉田によれば、市民総体の利益を内容とする市民的公共性と理解され
るべきである。
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